
（様式8-2b）

（単位：円）
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 合計 算定根拠

①事前調査費

②基本設計費

③実施設計費

①建築工事費

②電気設備工事費

③空調換気設備工事費

④給排水衛生設備工事費

⑤防災設備工事費

⑥昇降機設備工事費

⑦火葬炉設備工事費

⑧備品整備費

⑨受付システム工事費

⑩外構工事費

⑪稼働準備費

・・・

①共通仮設費

②諸経費

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

（単位：円）

対象範囲 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 合計

75% － － －

－ － － －

75% － － －

－ － － －

※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。

※ サービス購入費の算出方法については、入札説明書を参照してください。

※ A4判縦型、横書きで作成してください。 ※ 必要に応じて、項目を追加又は細分化してください。

※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。 ※ 金額は円単位とします。

施設整備費等内訳書
■ 費目内訳表

費目

１　設計費

２　工事監理費

３　建設工事費

４　共通費

サービス購入費Ａ（一時金払い）

５　保険料等諸経費

Ａ．施設整備費（1＋2＋3＋4＋5）

１．直接工事費

２．保険料等諸経費

Ｂ．既存施設の解体・撤去費（1＋2）

サービス購入費Ａの対象費目合計

合計（Ａ＋Ｂ）

■ サービス購入費

区分

サービス購入費Ｂ（うち割賦元本）

サービス購入費Ｃ（一時金払い）

サービス購入費Ｄ（うち割賦元本）

※ サービス購入費Ａの算出にあたっては事前調査費、基本設計費、備品整備費、稼働準備費、保険料等諸経費は含めず計算してく
ださい。

※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含
む。）とするよう留意してください。

応募者記号：



（様式8-2c）

（単位：円）

H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度 H42年度 H43年度 H44年度 H45年度 H46年度 H47年度 H48年度 H49年度 H50年度 H51年度 H52年度
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

人件費
人件費以外 ①

②
小計

人件費
人件費以外 ①

②
小計
計

人件費
人件費以外 ①

②
小計

人件費
人件費以外 ①

②
小計
計

人件費
人件費以外 ①

②
計

人件費

人件費以外

②
計

人件費
人件費以外 ①

②
計

人件費
人件費以外 ①

②
計

人件費
人件費以外 ①

②
小計

人件費
人件費以外 ①

②
小計
計

人件費
人件費以外 ①

②
計

人件費
人件費以外 ①

②
計

※ A3判横型（A4判に折込み）、横書きで作成してください。
※ 必要に応じて、項目を追加又は細分化してください。
※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。
※ 金額は円単位とします。
※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。
※ 費用は、平準化（平均）した額ではなく、提案する内容・工程に合わせ、各年度における事業者の実際の支払い予定額を記入してください。

※ 算定根拠は可能な範囲で具体的に記入すること、なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とします。

※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

警備業務

維持管理費内訳書

事　　業　　年　　度 合計 算定根拠

建築物保守
管理業務

点検
保守費

修繕費

建築設備保守
管理業務

点検
保守費

修繕費

清掃業務

植栽・外構等
維持管理業務

合計

環境衛生管理
業務

火葬炉保守管理
業務

点検
保守費

修繕費

備品等管理業務

残骨灰及び
集じん灰の管理
及び処理業務

応募者記号：



（様式8-2d）

(単位：円）

H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度 H42年度 H43年度 H44年度 H45年度 H46年度 H47年度 H48年度 H49年度 H50年度 H51年度 H52年度 合計

1 想定火葬件数

2 水道料金 （円） 小計

火葬に関する費用

火葬以外に関する費用

(1) 使用量 （㎥） 小計

火葬に関する使用量

火葬以外に関する使用量

(2) 基本料金 （円）

(3) 従量料金 （円） 小計

火葬に関する費用

火葬以外に関する費用

3 電気料金 （円） 小計

火葬に関する費用

火葬以外に関する費用

(1) 基本料金 （円）

(2) 電力量料金 （円）

　①使用電力量 （kWh） 小計

火葬に関する使用量

火葬以外に関する使用量

　②電力料金単価 （円/kWh)

　③燃料費調整額 （円）

4 灯油料金 （円） 小計

火葬に関する費用

火葬以外に関する費用

小計

火葬に関する使用量

火葬以外に関する使用量

(2) 料金単価 （円/㎥）

5 ガス料金 （円） 小計

火葬に関する費用

火葬以外に関する費用

小計

火葬に関する使用量

火葬以外に関する使用量

(2) 料金単価 （円/㎥）

　合計（2+3+4+5) （円） 小計

火葬に関する費用

火葬以外に関する費用

※ A3判横型（A4判に折込み）、横書きで作成してください。 ※ 必要に応じて、項目を追加又は細分化してください。
※ 重油等、他の燃料を使用する場合は、適宜、項目を追加して記載してください。 ※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。
※ 金額は円単位とします。 ※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。
※ 費用は、平準化（平均）した額ではなく、提案する内容・工程に合わせ、各年度における事業者の実際の支払い予定額を記入してください。 ※ 算定根拠は可能な範囲で具体的に記入すること。なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とします。
※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

※火葬に関する費用の算定にあたっては、愛玩動物の焼却に必要な燃料分（合同火葬で1,600件／年）も見込んでください。

事業年度

光熱水費等内訳書

(1) 使用量 （㎥）

(1) 使用量 （㎥）

応募者記号：



（様式8-2e）

H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度 H42年度 H43年度 H44年度 H45年度 H46年度 H47年度 H48年度 H49年度 H50年度 H51年度 H52年度
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

予約受付 業務 人件費
人件費以外

計
利用者 受付業務 人件費

人件費以外

計
告別業務 人件費

人件費以外

計
炉前業務 人件費

人件費以外

計
収骨業務 人件費

人件費以外

計
火葬炉 運転業務 人件費

人件費以外

計
人件費
人件費以外

計
待合室 関連業務 人件費

人件費以外

計
公金収納 代行業務 人件費

人件費以外

計
―

※ A3判横型（A4判に折込み）、横書きで作成してください。
※ 必要に応じて、項目を追加又は細分化してください。
※ 金額は円単位とします。
※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。
※ 費用は、平準化（平均）した額ではなく、提案する内容・工程に合わせ、各年度における事業者の実際の支払い予定額を記入してください。

※ 算定根拠は可能な範囲で具体的に記入してください。なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とします。

※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

合計 算定根拠

①

②

運営費内訳書

①

②

①

②

事　　業　　年　　度

①

②

①

②

①

②

①

②

動物・産汚物等の
火葬業務

合計

①

②

①

②

応募者記号：



（様式8-2f）

基準金利

スプレッド

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

元本部分

金利部分

小計①

小計②

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

元本部分

金利部分

小計①

小計②

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48

元本部分

金利部分

小計①

小計②

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

元本部分

金利部分

小計①

小計②

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80

元本部分

金利部分

小計①

小計②

※ A3判横型（A4判に折込み）、横書きで作成してください。 ※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。

※ 金額は円単位とします。 ※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。

※ 算定根拠は可能な範囲で具体的に記入すること、なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とします。

※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

割賦手数料

％

サービス購入費Ｂ(うち割賦元本） 円

サービス
購入費Ｂ

(単位 : 円）

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

支払対象
期間

平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度

サービス
購入費Ｂ

支払対象
期間

平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度

サービス
購入費Ｂ

支払対象
期間

平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度

サービス
購入費Ｂ

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

合計

サービス
購入費Ｂ

サービス購入費Ｂの支払計画表

(単位 : 円）

(単位 : 円）

・提案書に用いる基準金利は、平成30年7月10日午前10時にテレレート17143ページに発表される東京スワップレファレンスレート(TSR)として表示される6ヶ月LIBOR

ベース10年物（円/円）金利スワップレートとしてください。

・基準金利及びスプレッドは、小数点以下第3位までとし、小数点以下第4位を切り捨ててください。

応募者記号：



（様式8-2g）

基準金利

スプレッド

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 － － 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

元本部分 － －

金利部分 － －

小計① － －

小計②

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

元本部分

金利部分

小計①

小計②

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46

元本部分

金利部分

小計①

小計②

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62

元本部分

金利部分

小計①

小計②

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78

元本部分

金利部分

小計①

小計②

※ A3判横型（A4判に折込み）、横書きで作成してください。 ※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。

※ 金額は円単位とします。 ※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。

※ 算定根拠は可能な範囲で具体的に記入すること、なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とします。

※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

サービス購入費Ｄの支払計画表

割賦手数料

％

サービス購入費Ｄ(うち割賦元本） 円

サービス
購入費Ｄ

(単位 : 円）

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

支払対象
期間

平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度

サービス
購入費Ｄ

サービス
購入費Ｄ

(単位 : 円）

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

支払対象
期間

平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度

サービス
購入費Ｄ

合計

サービス
購入費Ｄ

・提案書に用いる基準金利は、平成30年7月10日午前10時にテレレート17143ページに発表される東京スワップレファレンスレート(TSR)として表示される6ヶ月LIBOR

ベース10年物（円/円）金利スワップレートとしてください。

・基準金利及びスプレッドは、小数点以下第3位までとし、小数点以下第4位を切り捨ててください。

応募者記号：



（様式8-2h）

■サービス購入費Ｅ

　平成33年度

～平成52年度

維持管理費（修繕に係る費用を除く。） － 円/年 円

円/年 円

円/年 円

小計 円/年 　円

円/年 　円

■サービス購入費Ｇ

　平成33年度

～平成52年度

運営費 － 円/年 円

円/年 円

円/年 円

小計 円/年 　円

円/年 　円

※ A4判縦型、横書きで作成してください。

※ 必要に応じて、項目を追加又は細分化してください。

※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。

※ 金額は円単位とします。

※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。

※ 算定根拠は可能な範囲で具体的に記入すること、なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とします。

サービス購入費Ｅ及びＧの支払計画表

区分 費目 合計 算定根拠

区分 費目 合計 算定根拠

－

その他

合計

※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合に
は、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

－

その他

合計

応募者記号：



（様式8-2i）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

各年度毎の修繕費

支払額（4等分）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

各年度毎の修繕費

支払額（4等分）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48

各年度毎の修繕費

支払額（4等分）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

各年度毎の修繕費

支払額（4等分）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80

各年度毎の修繕費

支払額（4等分）

※ A3判横型（A4判に折込み）、横書きで作成してください。 ※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。

※ 金額は円単位とします。 ※ 修繕計画（様式任意）で示す修繕内容及び金額との整合性を取ってください。

※ 算定根拠は可能な範囲で具体的に記入すること、なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とします。 ※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。

※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

サービス購入費Ｆの支払計画表

サービス
購入費Ｆ

(単位 : 円）

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

支払対象
期間

平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度

サービス
購入費Ｆ

サービス
購入費Ｆ

(単位 : 円）

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度

支払対象
期間

平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度

サービス
購入費Ｆ

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

サービス
購入費Ｆ

合計

応募者記号：



（様式8-2ｊ）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

各年度毎の光熱水費
（火葬以外）

支払額（4等分）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

各年度毎の光熱水費
（火葬以外）

支払額（4等分）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48

各年度毎の光熱水費
（火葬以外）

支払額（4等分）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

各年度毎の光熱水費
（火葬以外）

支払額（4等分）

年度

月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

回 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80

各年度毎の光熱水費
（火葬以外）

支払額（4等分）

※ A3判横型（A4判に折込み）、横書きで作成してください。 ※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。

※ 金額は円単位とします。 ※ 消費税及び地方消費税は含めないこととします。また、物価変動等についても考慮せず記入してください。

※ 算定根拠は可能な範囲で具体的に記入すること、なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とします。

※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

サービス
購入費Ｉ

(単位 : 円）

サービス購入費Ｉの支払計画表

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

支払対象
期間

平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度

サービス
購入費Ｉ

サービス
購入費Ｉ

(単位 : 円）

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度

(単位 : 円）

支払対象
期間

平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

支払対象
期間

平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度

サービス
購入費Ｉ

合計

サービス
購入費Ｉ

応募者記号：



（様式8-2k）

■ ＳＰＣの損益計算書 （単位：円）

H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度 H42年度 H43年度 H44年度 H45年度 H46年度 H47年度 H48年度 H49年度 H50年度 H51年度 H52年度
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1 営業収入
サービス購入費Ａ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
サービス購入費Ｂ - - -
サービス購入費Ｃ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
サービス購入費Ｄ - - -
サービス購入費Ｅ - - -
サービス購入費Ｆ - - -
サービス購入費Ｇ - - -
サービス購入費Ｈ - - -
サービス購入費Ｉ - - -
その他収入

2 営業支出

3 営業損益
4 営業外収入

5 営業外支出

6 営業外損益
7 経常損益
8 特別損益
9 税引前当期損益
10 法人税等

繰越欠損金
課税所得

11 税引後当期損益

■ ＳＰＣのキャッシュフロー表 （単位：円）

H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度 H42年度 H43年度 H44年度 H45年度 H46年度 H47年度 H48年度 H49年度 H50年度 H51年度 H52年度
Cash-In

税引後当期利益
資本金

Cash-Out
税引後当期損失

配当前キャッシュフロー
配当
配当後キャッシュフロー（各年度）
配当後キャッシュフロー（累計）

■ 評価指標

H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度 H42年度 H43年度 H44年度 H45年度 H46年度 H47年度 H48年度 H49年度 H50年度 H51年度 H52年度
ＥＩＲＲ

配当
資本金

ＤＳＣＲ
元利返済金
元利返済前キャッシュフロー

ＬＬＣＲ
元利返済前キャッシュフロー（現在価値換算後）

割引率

■ 市のライフサイクルコスト （単位：円）

H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度 H42年度 H43年度 H44年度 H45年度 H46年度 H47年度 H48年度 H49年度 H50年度 H51年度 H52年度
サービス購入費Ａ

元本部分
金利部分
割賦金利 0.000%

0.000%
0.000%

サービス購入費Ｃ
元本部分
金利部分
割賦金利 0.000%

0.000%
0.000%

サービス購入費Ｅ
サービス購入費Ｆ
サービス購入費Ｇ
サービス購入費Ｈ
サービス購入費Ｉ
市の支払うサービス購入費　合計

※ A3判横型（A4判に折込み）、横書きで作成してください。 ※ 提案用基準金利は、平成30年7月10日の東京時間午前10時にテレレート17143ページに発表される東京スワップレファレンスレート（TSR）として表示される6ヶ月LIBORベース10年物（円/円）

※ 必要に応じて、項目を追加または細分化してください。項目の削除は不可とします。 　 金利スワップレートを用いることとします。なお、スプレッドは、事業者の提案による金利とします。

※ 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ってください。 ※ 法人税等 ＝ 課税所得 × 実効税率（34.34%） とします。

※ 金額は円単位とします。 ※ ＬＬＣＲの算出に用いる割引率は優先ローン借入利率とします。

※ 消費税及び地方消費税は含めず記載してください。また、物価上昇は考慮しないこととします。 ※ 電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートを参照した計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意してください。

長期収支計画表

設計・建設・解体期間 維持管理・運営期間
合　計

事　　業　　年　　度
設計・建設・解体期間 維持管理・運営期間

合　計

事　　業　　年　　度

サービス購入費Ｄ
提案用基準金利
スプレッド

合　計

設計・建設・解体期間 維持管理・運営期間

設計・建設・解体期間 維持管理・運営期間

事　　業　　年　　度

事　　業　　年　　度

サービス購入費Ｂ
提案用基準金利
スプレッド

応募者記号：


